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平成２０年度行政投資実績の概要 

 

 

１ 総投資の動向 

(1) 総投資額 

 平成 20年度の行政投資の総額は、22 兆 3,945 億円で、前年度（23 兆 645億円）と比べて 6,700

億円、率にして 2.9％の減少となりました。 

 これは、対前年度比で、国主体の事業（投資額 5 兆 3,817 億円）が 1.6％、都道府県主体の事業

（同 7 兆 1,217 億円）が 5.1％、市町村主体の事業（同 9 兆 8,911 億円）が 1.9％それぞれ減少し

たことによります。 

 

○行政投資額の推移 

                                                     （単位：億円、％） 

年 度 行 政 投 資 額 
対前年度 

増 減 率 
指    数 

（昭和50年度＝100） 

平成１１年度 ４４７,４３８ △５.３ ２７１ 

平成１２年度 ４１３,９１３ △７.５ ２５１ 

平成１３年度 ３８４,４９２ △７.１ ２３３ 

平成１４年度 ３６０,０７３ △６.４ ２１８ 

平成１５年度 ３１５,９４１ △１２．３ １９１ 

平成１６年度 ２７２,０９９ △１３．９ １６５ 

平成１７年度 ２５４,６９１ △６.４ １５４ 

平成１８年度 ２４１,５１８ △５．２ １４６ 

平成１９年度 ２３０,６４５ △４．５ １４０ 

平成２０年度 ２２３,９４５ △２．９ １３６ 

-20 

-15 

-10 

-5 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50 

55 

34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 平成

元

3 5 7 9 11 13 15 17 19 

（％）（兆円）

（年度）

行政投資額 対前年度増減率
  

行
政
投
資
額 

 

対
前
年
度
増
減
率 

 

○行政投資額と対前年度増減率の推移 
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(2) 事業別行政投資額 

平成 20 年度における主要事業別の投資額の状況をみると、道路が 6 兆 1,757 億円で総投資額の

27.6％を占め、調査開始以来、連続して構成比が最も高くなっています。次いで、国土保全が 2兆

1,723 億円（総投資額の 9.7％）、下水道 2 兆 122 億円（同 9.0％）、文教施設 1 兆 8,439 億円（同

8.2％）、農林水産 1兆 6,466億円（同 7.4％）、都市計画 1兆 2,914億円（同 5.8％）、水道 1兆 1,743

億円（同 5.2％）の順となっています。 

また、前年度との比較でみると、工業用水、空港、港湾等の事業が増加となるものの、構成比の

大きい道路、国土保全等の事業が前年度を下回った結果、全体で 2.9％の減少となっています。 

 

○事業別行政投資額 

                                （単位：億円、％） 

事 業 名 行政投資額（構成比） 
対前年度 

増 減 率 

道  路 ６１，７５７ (２７．６) △４．７ 

国土保全 ２１，７２３ (９．７)  △５．５ 

下 水 道 ２０，１２２ (９．０) △４．８ 

文教施設 １８，４３９ (８．２) ０．３ 

農林水産 １６，４６６ (７．４) △６．４ 

都市計画 １２，９１４ (５．８) △２．５ 

水  道 １１，７４３ (５．２) ３．２ 

住  宅 ９，６４１ (４．３) ０．９ 

厚生福祉 ８，４９８ (３．８) １．５ 

環境衛生 ５，３３５ (２．４) △７．６ 

港   湾 ５，１４０ (２．３) ８．９ 

空   港 ３，４６４ (１．５) １０．１ 

工業用水 ４５７ (０．２) １１．０ 

そ の 他 ２８，２４７ (１２．６) △３．１ 

 

 

(3) 事業主体別行政投資額 

 事業の実施主体別の状況をみると、国が 5 兆 3,817 億円で総投資額の 24.0％、都道府県が 7 兆

1,217億円で 31.8％、市町村が 9兆 8,911億円で 44.2％の事業をそれぞれ実施しています。 

また、対前年度比では、国は 1.6％、都道府県は 5.1％、市町村は 1.9％それぞれ減少しました。 
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 (注) 昭和 50年度以降、国には、電電公社、国鉄等が入る。 

      ただし、昭和 60年度以降の国には、専売公社、電電公社、昭和 62年度以降の国には国鉄は含まれていない。 

 

(4) 経費負担別行政投資額 

事業の経費負担別の状況をみると、国費が 7 兆 8,726 億円で全体の 35.2％、都道府県費が 6 兆

2,581億円で 27.9％、市町村費が 8兆 2,638億円で 36.9％となっています。 

また、対前年度比では、国費は 3.3％、都道府県費は 4.1％、市町村費は 1.6％の減少となってい

ます。 
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 (注) １．昭和 50年度以降、国には、電電公社、国鉄等が入る。 

ただし、昭和 60年度以降の国には、専売公社、電電公社、昭和 62年度以降の国には国鉄は含まれていない。 

２．（ ）内は、特定資金公共事業債分を国費に算入した場合の構成比である(ＮＴＴ-Ｂタイプ無利子貸付に係る経費が都

道府県費又は市町村費に算入されていた昭和 62年から平成 5年まで適用した。)    

○事業主体別行政投資額の構成比の推移 

○経費別行政投資額の構成比の推移 
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(5) 事業目的別行政投資額 

 ここでは、行政投資をその事業の目的別に次のとおり分類し、みることとします。 

生活基盤投資……市町村道、街路、都市計画、住宅、環境衛生、厚生福祉（病院、介護サービス、

国民健康保険、老人保健医療、介護保険、後期高齢者医療事業及び公立大学附

属病院の各事業を含む。）、文教施設、水道及び下水道の各投資 

産業基盤投資……国県道、港湾（港湾整備事業を含む。）、空港及び工業用水の各投資 

農林水産投資……農林水産関係の投資 

国土保全投資……治山治水及び海岸保全の投資 

その他の投資……失業対策、災害復旧、官庁営繕、鉄道、地下鉄、電気、ガス等の上記以外の各

事業の投資 

 

① 事業目的別行政投資額 

 目的別の行政投資額をみると、生活基盤投資の割合が最も高く、11兆 170億円で総投資額（22兆

3,945億円）の 49.2％を占めています。以下、産業基盤投資 4兆 7,339億円（総投資額の 21.1％）、

国土保全投資 2兆 1,723億円（同 9.7％）、農林水産投資 1兆 6,466億円（同 7.4％）となってい

ます。 

前年度の投資額と比較すると、生活基盤投資（1.6％減）、産業基盤投資（3.2％減）、農林水産

投資（6.4％減）、国土保全投資（5.5％減）のいずれも減少しました。 

 

○事業目的別行政投資額の構成比の推移 
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  ②  事業主体別・経費負担別にみた事業目的別行政投資額 

事業目的別行政投資額を事業主体別・経費負担別にみると、生活基盤投資においては、市町村

の割合が高く、事業主体別で 72.2％、経費負担別でも 58.6％を占めています。 

産業基盤投資では、国及び都道府県の割合が高く、事業主体別で国が 55.9％、都道府県が 41.8％ 

となっており、経費負担別で国費が 50.0％、都道府県費が 45.3％を占めています。 

農林水産投資においては、事業主体別では都道府県及び市町村で 77.3％、国は 22.8％となっ

ていますが、経費負担別では国費の割合が 51.4％となっています。 

国土保全投資では、国及び都道府県の割合が高く、両者を加えると事業主体別で 93.3％、経費

負担別で 94.1％を占めています。  
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○事業主体別にみた事業目的別行政投資額 

○経費負担別にみた事業目的別行政投資額 
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２ 都道府県別行政投資の動向 

(1) 都道府県別行政投資額 

平成 20 年度における都道府県別行政投資額をみると、最高は東京都の 2 兆 5,205 億円（構成比

11.3％）で、以下、北海道 1 兆 4,686 億円（6.6％）、愛知県 1 兆 1,313 億円（5.1％）、大阪府 1 兆

131 億円（4.5％）、神奈川県 9,744 億円（4.4％）、福岡県 8,556 億円（3.8％）の順となっています。 
都道府県別の行政投資額の対前年度増減をみると、47 都道府県のうち、増加率が大きかったとこ

ろは、東京都(8.0%)、富山県(5.8%)、京都府(3.4%)である。減少率が大きかったところは、徳島県

(14.5%減)、山口県(14.4%減)、福井県(13.9%減)、広島県(11.6%減)、長野県(11.6%減)となっていま

す。 

 

 

 

○行政投資額の高い都道府県  

     

                           （単位：億円、％） 

順位 都道府県 
総 投 資 額 

(対前年度増減率) 
構成比 

１ 東 京 都 
２５，２０５ 

(８．０) 
１１．３ 

２ 北 海 道 
 １４，６８６ 

 (△５．７) 
６．６ 

３ 愛 知 県 
 １１，３１３ 

(△２．５) 
５．１ 

４ 大 阪 府 
１０，１３１ 

(△３．６) 
４．５ 

５ 神奈川県 
 ９，７４４ 

(１．９) 
４．４ 

６ 福 岡 県 
８，５５６ 

(△２．２) 
３．８ 

７ 兵 庫 県 
 ７，９１０ 

(△３．７) 
３．５ 

８ 埼 玉 県 
 ７，７１１ 

(０．６) 
３．４ 

９ 静 岡 県 
６，７５１ 

(２．３) 
３．０ 

１０ 新 潟 県 
６，７２２ 

(△３．４) 
３．０ 
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(2) 都道府県別１人当たりの行政投資額及び都道府県別可住地単位面積(1ｋ㎡)当たりの行政投資額 

1人当たり行政投資額は、全国平均 17万 5,379円（前年度 18万 515円）となっています。また、

可住地単位面積（1ｋ㎡）当たりの行政投資の状況をみると、全国平均 1 億 7,971 万円（前年度 1

億 8,510 万円）となっています。 

都道府県別１人当たりの行政投資額をみると、全体的に地方圏(ブロック区分については「３ ブ

ロック別行政投資の動向」参照)に属するところの投資額が多くなっていますが、可住地単位面積

当たりの行政投資額をみると、東京都、大阪府、神奈川県の順で、大都市圏に属するところの投資

額が多くなっています。 

       

 

 ○１人当たりの行政投資額       ○可住地単位面積（１ｋ㎡）当たりの 

                                                   行政投資額 

                               （単位：円）                         （単位：百万円） 

順位 都道府県 
行政投資額 

(対全国指数) 
 順位 都道府県 

行政投資額 

(対全国指数) 

１ 島根県 
４００，６９９ 

(２２８) 
 １ 東京都 

１，８１２ 

(１００８) 

２ 沖縄県 
２８９，８１７ 

(１６５) 
 ２ 大阪府 

７７０ 

(４２９) 

３ 鳥取県 
２８７，４５７ 

(１６４) 
 ３ 神奈川県 

６６８ 

(３７２) 

４ 富山県 
２８５，４７３ 

（１６３） 
 ４ 愛 知 県 

３８１ 

(２１２) 

５ 新潟県 
２８１，１２２ 

(１６０) 
 ５ 京 都 府 

３７７ 

(２１０) 

６ 福井県 
２７６，４２２ 

(１５８) 
 ６ 沖縄県 

３２６ 

(１８１) 

７ 佐賀県 
２６７，８９０ 

(１５３) 
 ７ 福岡県 

３１１ 

(１７３) 

８ 高知県 
２６５，５８３ 

 (１５１) 
 ８ 埼玉県 

３００ 

(１６７) 

９ 北海道 
２６５，３１１ 

(１５１) 
 ９ 兵庫県 

２８５ 

(１５９) 

１０ 秋田県 
２６４，０４５ 

(１５１) 
 １０ 静岡県 

２５１ 

(１４０) 

 全国平均 
１７５，３７９ 

(１００) 
  全国平均 

１８０ 

(１００) 
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○都道府県別行政投資額 

 
区　分

都道府県 金額 構成比 対前年度比 金額 対全国指数 金額 対全国指数

百万円 ％ ％ 円 千円
全　　　　国 22,394,503 100.0 97.1 175,379 100 179,707 100

北 海 道 1,468,626 6.6 94.3 265,311 151 53,711 30
青 森 364,176 1.6 99.2 261,652 149 115,100 64
岩 手 343,607 1.5 94.5 254,168 145 97,229 54
宮 城 387,957 1.7 99.0 165,782 95 125,552 70
秋 田 292,516 1.3 90.3 264,045 151 92,422 51
山 形 262,148 1.2 91.2 220,620 126 98,886 55
福 島 341,018 1.5 91.2 166,148 95 86,751 48
茨 城 473,216 2.1 101.3 159,655 91 118,869 66
栃 木 304,721 1.4 90.5 151,506 86 106,323 59
群 馬 303,168 1.4 97.6 150,659 86 142,533 79
埼 玉 771,088 3.4 100.6 108,411 62 299,568 167
千 葉 669,262 3.0 100.2 109,319 62 190,185 106
東 京 2,520,454 11.3 108.0 196,321 112 1,811,972 1008
神 奈 川 974,386 4.4 101.9 109,271 62 668,303 372
新 潟 672,156 3.0 96.6 281,122 160 169,694 94
富 山 314,404 1.4 105.8 285,473 163 224,094 125
石 川 270,965 1.2 91.2 232,012 132 206,214 115
福 井 224,564 1.0 86.1 276,422 158 213,059 119
山 梨 213,430 1.0 100.9 245,126 140 221,400 123
長 野 416,975 1.9 88.4 192,093 110 141,684 79
岐 阜 368,612 1.6 89.9 175,498 100 187,684 104
静 岡 675,111 3.0 102.3 177,664 101 250,877 140
愛 知 1,131,250 5.1 97.5 152,801 87 381,277 212
三 重 352,923 1.6 98.6 188,179 107 172,747 96
滋 賀 208,846 0.9 95.8 148,960 85 161,396 90
京 都 440,006 2.0 103.4 167,375 95 377,363 210
大 阪 1,013,121 4.5 96.4 115,049 66 770,434 429
兵 庫 790,974 3.5 96.3 141,599 81 285,036 159
奈 良 196,685 0.9 98.5 140,120 80 232,488 129
和 歌 山 235,501 1.1 96.1 232,811 133 216,056 120
鳥 取 171,092 0.8 96.5 287,457 164 187,807 105
島 根 290,474 1.3 90.7 400,699 228 224,999 125
岡 山 299,222 1.3 89.0 153,589 88 131,411 73
広 島 461,753 2.1 88.4 160,959 92 196,491 109
山 口 268,277 1.2 85.6 183,365 105 155,523 87
徳 島 188,375 0.8 85.5 237,210 135 184,140 102
香 川 151,350 0.7 100.9 150,971 86 151,806 84
愛 媛 238,814 1.1 89.8 165,392 94 143,346 80
高 知 205,411 0.9 94.9 265,583 151 184,556 103
福 岡 855,604 3.8 97.8 169,284 97 310,790 173
佐 賀 229,269 1.0 95.5 267,890 153 172,124 96
長 崎 297,703 1.3 91.9 206,709 118 177,733 99
熊 本 383,535 1.7 94.4 210,624 120 139,569 78
大 分 254,414 1.1 91.6 211,979 121 140,328 78
宮 崎 283,314 1.3 99.3 249,355 142 153,808 86
鹿 児 島 415,245 1.9 93.5 241,797 138 126,909 71
沖 縄 398,786 1.8 99.0 289,817 165 325,539 181

１ 人 当 た り 投 資 額総投資額
可住地単位面積当たり
行政投資額
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３ ブロック別行政投資の動向 

圏域別、地域別のブロック区分は、次のとおりとします。 

 

 

大都市圏 

関 東 

内 陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

臨 海 埼玉、千葉、東京、神奈川 

東 海  岐阜、静岡、愛知、三重 

近 畿 

内 陸 滋賀、京都、奈良 

臨 海 大阪、兵庫、和歌山 

地 方 圏 

北海道  北海道 

東 北  青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟 

北 陸  富山、石川、福井 

中 国 

山 陰 鳥取、島根 

山 陽 岡山、広島、山口 

四 国  徳島、香川、愛媛、高知 

九 州 

北九州 福岡、佐賀、長崎、大分 

南九州 熊本、宮崎、鹿児島 

沖 縄  沖縄 

 

 

 

(1) ブロック別行政投資額 

ブロック別の行政投資額は、関東臨海が 4 兆 9,352 億円で全体の 22.0％を占め、以下、東北が 2 兆

6,636 億円（11.9％）、東海が 2 兆 5,279 億円(11.3%)、近畿臨海が 2 兆 396 億円(9.1%)の順となっ

てます。 

関東、東海、近畿を合わせた大都市圏と、それ以外の地方圏に分けてみると、大都市圏は 12 兆

597 億円で全体の 53.9％、地方圏は 10 兆 3,348 億円で全体の 46.1％となっています。 
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○ブロック別行政投資額 

 

百万円 ％ ％

22,394,503 100.0 △ 2.9

12,059,728 53.9 △ 0.1

6,646,699 29.7 1.9

うち内陸 関東内陸 1,711,509 7.6 △ 4.8

臨海 関東臨海 4,935,190 22.0 4.5

東海 2,527,895 11.3 △ 2.3

2,885,133 12.9 △ 2.6

うち内陸 近畿内陸 845,537 3.8 0.3

臨海 近畿臨海 2,039,596 9.1 △ 3.7

10,334,775 46.1 △ 6.0

北海道 1,468,626 6.6 △ 5.7

東北 2,663,578 11.9 △ 5.0

北陸 809,933 3.6 △ 5.3

1,490,818 6.7 △ 10.7

うち山陰 山陰 461,566 2.1 △ 7.2

うち山陽 山陽 1,029,252 4.6 △ 12.2

四国 783,951 3.5 △ 8.1

2,719,085 12.1 △ 4.7

うち北九州 北九州 1,636,991 7.3 △ 4.6

南九州 南九州 1,082,094 4.8 △ 4.7

沖縄 398,786 1.8 △ 1.0沖　　　　　 縄

総投資額 構成比 対前年度増減率

北　　　　　 陸

九　　　　　 州

北    海    道

中　　　　　 国

東　　　　 　北

全　　　　　　　　　　国

大　 都　 市　 圏

関　　　　　 東

東　　　　　 海

　　　　　　　　　           区　　分
　ブロック

地　    方  　  圏

四　　　　　 国

近　　　　　 畿

 

 

(2) ブロック別にみた事業目的別行政投資額の構成比 

大都市圏、地方圏の事業目的別の行政投資額をみると、大都市圏では、生活基盤投資が 58.0％と

高い割合になっています。一方、農林水産投資、国土保全投資は、それぞれ 3.7％、7.8％と低い割

合になっています。 

地方圏では、大都市圏と同じく生活基盤投資が 38.9％と最も高い割合となっていますが、大都市

圏と比較すると低くなっています。一方、産業基盤投資、農林水産投資、国土保全投資については、

それぞれ 24.6%、11.6%、11.9%といずれも大都市圏より高い割合となっています。 

○大都市圏・地方圏の事業目的別行政投資額の割合 

38.9

58.0

24.6

18.2

11.6

3.7

11.9

7.8

13.0

12.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地 方 圏

大都市圏

生活基盤投資

産業基盤投資

農林水産投資

国土保全投資

その他の投資

 


